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第２章 区役所の役割                                   

  区役所において在宅医療・介護連携推進事業を進めるにあたっては、それぞれの取組項目をクリアす

るために事業を進めるのではなく、各区の実情を認識し、そこから見えてくる各種の課題に対して、解

決に向けた取組みを行うことにより、結果的に各取組項目が達成できるように進めていくことが有効で

あると考えます。 

  本事業の進め方のイメージとしては、地域の実情に応じて、PDCA サイクル（現状把握⇒現状分析・

課題抽出・施策立案⇒実行⇒評価・改善）に沿った取組を継続的に進めていくことが重要となります。 

  課題に対して検討した対応策の実施については、優先順位・取組みスケジュール等を明確にしたうえ

で、区役所、医療・介護関係者、在宅医療・介護連携支援コーディネーター等で役割分担を明確にしま

す。なお、対応策の立案時には、評価や改善時期もあわせて検討し、実施状況の定期的な進捗管理や目

標の達成状況を確認する必要があります。 

  また事業を進めていくうえで、保健師等専門職が本事業に参画していくことで、より効果的な事業実

施につながると考えます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重要ポイント 

PDCAサイクルのイメージ 

〇 事業の取組項目は、住民に医療と介護サービスを一体的に提

供するための、地域における在宅医療と介護の連携体制を構築

する手段です。 

〇 各地域における医療・介護提供体制のあるべき姿（目的）や

進め方の全体像を医療・介護の関係者と共有したうえで、各取

組みを一体的に行うことが重要です。 
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（１）現状把握・分析                              

 ① 現状把握・分析の進め方 

区の状況について、各種既存データの収集やアンケート、専門職へのヒアリング等から、区の現状につ

いて把握します。その中で大阪市平均との比較や他区との比較などを行うことにより、自区の特徴が見

えてきます。 

 

  【具体的な進め方】 

・区の現状を分析するには「定量的データ（数値等）」と 

「定性的データ（日ごろの高齢者支援の現状等数値化でき 

ない情報）」を合わせて検討します。 

・定量的な現状把握で得られた情報は、経時的な変化、地 

域間比較等の解釈ができるように視覚的に整理します。 

・定性的な現状把握で得られた情報は、職種ごとにまとめ 

たり、課題を類型化するなど、地域の医療・介護の関係 

者と共有しやすいよう整理します。 

 

【課題抽出】 

・把握した情報は、医療・介護の関係者等と共有したうえで、地域における強みや弱み等を分析し、

課題の抽出につなげていきます。課題抽出と同時に、地域での目指す姿（目的）を検討し、目指す

姿と現状との差（課題）を抽出します。 

・課題が抽出できれば、目的達成に向けた目標を設定し課題を解決するための対応策（取組み）を検

討します。この時に取組み内容に応じた、指標（評価指標）を設定し評価の際には指標を活用する

ことで、事業の進捗の見える化が図れます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重要！ 

地域の医療・介護の関係団体等と現状や課題、対応策、地域

で目指す理想像（目的）を共有する。 

⇒（２）在宅医療・介護連携推進会議へ 

区役所（行政）に

求められる役割

のひとつに「デー

タの収集及び課

題整理」がありま

す。 

★指標活用の目的★ 

 １ 地域の課題の分析や事業の進捗状況を確認する指標 

 ２ 取組み（対応策）を進めた結果、どれだけ目標に迫ったかを示す指標 

 

資料編に、大阪市在宅医療・介護連携推進会議で検討した、指標の例を掲載しています。 

すべての指標を活用しなければならないわけではなく、各区の課題や対応策に応じて指標を設定するこ

とが必要です。 
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・ここからは、具体的な現状把握のための情報収集の項目例について紹介していきます。 

 

① 区の基本統計、医療・介護資源等の把握 

 

◆在宅医療・介護連携にかかる現状把握のための情報収集の項目例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ポイント 

 在宅医療・介護連携支援コーディネーター

や受託法人、推進会議に参画する関係団体等

が把握している資源情報についても確認し、

可能な限り情報提供を受けて活用すること

も検討します！ 

例 人口構成

75歳以上人口

将来推計人口

年間死亡者数

要介護認定者数

認知症高齢者数

単身もしくは夫婦のみの高齢者世帯数

例 【医療】 例 【介護】

一般病床 地域包括支援センター・総合相談窓口（ブランチ）

療養病床 居宅介護支援事業所（事業所数）

回復期病床 訪問介護事業所・通所介護事業所（事業所数）

地域包括ケア病床 介護老人保健施設(施設数・定員）

在宅療養支援病院・在宅療養支援診療所 介護老人福祉施設（施設数・定員）

在宅療養後方支援病院 グループホーム（施設数・定員）

訪問診療を実施している診療所・病院 看護小規模多機能型居宅介護事業所

認知症サポート医 有料老人ホーム・サービス付き高齢者住宅

歯科医院・在宅療養支援歯科診療所

薬局・訪問薬剤管理指導

訪問看護ステーション事業所・従事者数

24時間対応の訪問看護ステーション事業所数

基本統計　等

社会資源
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◆ 出典例 

 

 

 

※ 各種統計データについては、必ず出典元や調査時点等を記載するようにしましょう。 

※ 定期的に情報を把握し、最新の情報に更新しましょう。 
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② 区民の意識・ニーズの把握 

  大阪市高齢者実態調査や区民モニター、区民へのアンケートなどから区民の現状を分析できるデータ 

を収集します。 

  なお、自区で調査を実施する場合は、調査対象者となる区民への負担等を十分に考慮する必要があり 

ます。また、定量的な現状把握の数値としては現れない連携の実態や住民ニーズ等を把握することで、 

今後の施策の検討に反映することができます。 

   

◆区民へのアンケートの例 

 

  区民への負担を軽減するためにも、各施策単位でのアンケートではなく、１回の実施で済むような 

工夫もポイントです！ 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

西成区の区民アンケート 
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◆現状分析の例 

 

◎大阪市高齢者実態調査（Ｒ2.3） 

 （本人調査：65 歳以上の市内に居住する高齢者より） 

 Q. あなたは、介護が必要になった場合、どのような暮らし方をしたいと思いますか。 

（○はひとつ） 

   

 

 

 

 

   

    

 

 

◎大阪市高齢者実態調査（Ｒ2.3） 

 （介護支援専門員調査：市内の居宅介護支援事業所等に勤務するすべての介護支援専門員） 

 Q. あなたは、介護支援専門員以外に保健医療福祉関係の資格をお持ちですか。 

（あてはまるものすべて） 

   

 ＜主な職種＞ 

① 介護福祉士    74.5％ 

② 旧ホームヘルパー 44.6％ 

③ 社会福祉士    12.7％ 

④ 社会福祉主事   10.6％ 

⑤ 看護師・准看護師  6.5％ 

 

 

 

 

 

 

 

家族などの介護

を受けながら、現

在の住宅に住み

続けたい 

介護保険の居宅

介護サービスを

受けながら、現在

の住宅に住み続

けたい 

高齢者向けに配慮

された住宅 （サー

ビス付き高齢者向

け住宅など）に入

居したい 

特別養護老人ホー

ムや介護老人保健 

施設などの施設に

入所したい 

わからない・ 

その他・無回答 

２２．７％ ３２．０％ ９．９％ １３．０％ ２２．３％ 

医療と介護の両方を必要とする状態の高齢者が、住み慣れた地域で自分らしい暮らし

を人生の最期まで続けることが出来る社会の実現を目指す必要がある。 

市民の約 5５％が現在の住宅での療養を望んでいる。 
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Q. あなたが担当している利用者にかかる医療的な処置等について、人数内訳と種類をお答えください。 

①医療的な処置等が必要な利用者の有無（N＝2,630）  ②医療的処置等が必要な利用者数（N=2,061） 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③医療的な処置等にかかる種類及び人数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

    

    

 

 

 

 

 

 

 

介護支援専門員の医療的知識等のスキルアップも必要。 

介護支援専門員への、医療側からの適時適切な情報提供が必要。 

医療職と介護職との連携が必要。 

在宅で行われている医療的な処置等は多岐にわたり、介護支援専門員

には医療的な知識も求められる。 
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  Q. 介護支援専門員業務を行ううえで、課題として考えているのはどのようなことですか。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

   以上のように、地域住民や関係機関のニーズを把握する等、現状を把握することから自区の在宅医

療・介護連携の課題を考えていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

医療機関等との連携がうまくとれていないと感じている割合が2割程度 

医療・介護の連携が不十分であるため、スムーズに連携できる関係づくりが必要。 

≪現状把握のポイント≫ 

・将来推計にあたっては、団塊の世代が７５歳以上となる２０２５年、団塊ジュニア世代が６５歳以上

となる２０４０年など高齢人口のピークを見据えることが重要です。そのうえで、自区の将来の人口

動態や地域実情に応じたニーズの推計を行う必要があります。（次ページ参照） 

・要介護認定者の推移、認知症の有病率、医療・介護給付の動向等、最近の動向を注視することも必要

です。 


